
総　論
2011年は、3月の東日本大震災に際して国

際社会から寄せられた温かい支援を通して、
改めて日本と世界との絆を認識する年となっ
た。世界が示した連帯に応えるためにも、日
本に必要な平和で安定した世界をつくるため
にも、ODA（政府開発援助）に関する国際
公約の誠実な実施を始め、日本はこれまでに
も増して国際社会の平和と安定に積極的に貢
献していく必要がある。日本は、2015年に
期限が迫るミレニアム開発目標（MDGs）の
達成に向けた取組、MDGsの取組が遅れるア
フリカ地域、国際社会の平和と安定にとって
極めて重要なアフガニスタン及びパキスタン
に対する支援を含め、これまでに表明した国
際公約を着実に実施している。

また、日本と緊密な関係にあるアジア諸国
に対しては、運輸網等のインフラ整備を中心
とした支援を実施したほか、タイ及び周辺国
の洪水被害に際しては、国際緊急援助隊の派
遣等の緊急支援や、洪水対策マスタープラン
の策定等の防災・復興対策支援を行ってい
る。中東・北アフリカ地域に広がったいわゆ
る「アラブの春」については、安定的な体制
移行等に向けた域内各国の改革努力を支援す
るための取組を積極的に行っている。

ODAは、東日本大震災で国際社会が示し
た連帯に応える重要な手段である一方で、日

本が国際社会と協力し、震災からいち早く立
ち直るために、「開かれた復興」を進める際
の重要な手段でもある。具体的には、被災地
の復興や日本経済への貢献のためにも、引き
続きODAを活用していく。例えば、被災地
産品を、それを必要としている開発途上国に
ODAを通じて供与し、被災地産業の振興や
風評被害対策につなげている。また、JICA

（国際協力機構）海外投融資の再開、中小企
業支援を含む官民連携の推進、円借款の対象
国・分野拡大等を通して、日本企業のインフ
ラ海外展開を後押しし、開発途上国のみなら
ず日本の経済成長にも資するODAの実施に
努めている。

このような国際協力を積極的かつ着実に実
施していくためには、国民の幅広い理解と支
持が不可欠である。そのためには、中小企業
を含む日本企業、NGO、地方自治体等の多
様な主体にODAの担い手となってもらうこ
とで、ODAの意義に対する理解を深めても
らうとともに、上記主体が有する技術や知見
を総動員していくことが重要である。同時に
援助の効率性・透明性向上に取り組むことも
重要であり、援助国ごとに「国別援助方針」
を策定し、専門家との意見交換の場として

「開発協力適正会議」を新設した。さらに、
原則として全てのODA案件の現状・成果等
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を体系的に公表するため、外務省及びJICA
のホームページ上に「ODA見える化サイト」
を立ち上げた。

また、近年では開発分野において新興国が
急速に存在感を増しており、また、民間部門
が開発途上国の経済成長に果たす役割が再認
識されている。こうした国際社会の援助構造
の変化を踏まえ、日本を含む従来の援助国
も、多様な援助関係者と協調して効果的に援
助を行っていく必要がある。新興国をメン
バーに含むG20においては、開発が主要議題
の一つとして議論され、初めて開発に関する
閣僚級会合が開催された。また、11月に開
催された「第4回援助効果向上に関するハイ
レベル・フォーラム」には、約160の国、国
際機関、NGO等の民間部門等が参加し、援
助の透明性や成果の重要性、多様な援助関係
者を含む協力の枠組みの構築等をうたった成
果文書に合意した。日本は、同会議開催に協
力するとともに、主要な援助国として成果文
書の策定に積極的に参加した。

また、日本は地球規模の課題にも積極的に
取り組んでいる。グローバル化が急速に進展
する中、国内紛争の国際化、テロ、感染症の
広まり、人の移動の拡大に伴う人身取引や難
民問題、経済危機、貧困問題の拡大、環境・
気候変動問題、災害など、人々の生存・生
活・尊厳（人間の安全保障）に対する脅威も
多様化、深刻化している。このような諸課題
に対応するためには、MDGsの達成、持続可
能な開発の実現といった共通の目標に向け、
国際社会の協力を強化することが必要であ
る。日本は、MDGs達成を人間の安全保障の
実現に不可欠なものとして重視し、積極的な
貢献を続け、国際社会の取組を主導してい
る。また、2015年以降も国際社会が一丸と
なって取り組むべき共通の目標を設定すべき
との考えから、MDGsが達成期限を迎える

2015年以降の国際開発目標（ポストMDGs）
に関する議論についても、主導的役割を果た
している。さらに日本は、世界の持続可能な
開発の実現のために経済成長と環境保全を両
立させるグリーン経済への移行を重要課題と
位置付けており、国連持続可能な開発会議

（リオ＋20）などの議論に積極的に貢献して
いる。

地球環境問題については、2010年、名古
屋市において開催された生物多様性条約第
10回締約国会議（COP10）で、名古屋議定
書や愛知目標の採択などの成果を得ることが
できた。

気候変動問題については、東日本大震災と
いう厳しい国難にあっても日本の取り組む姿
勢に変わりはないことを国際社会に表明し、
積極的な取組を続けている。COP17では、
交渉が難航する中、日本は議論に積極的に貢
献し、日本の提案が反映される形で将来枠組
みの構築に向けて前進を得るなど、大きな成
果を得ることができた。また、COP17に際
し、日本は、地球温暖化に効果的に取り組む
ため、「世界低炭素成長ビジョン」を発表し、
その具体的な取組として「アフリカ・グリー
ン成長戦略」、「東アジア低炭素成長パート
ナーシップ構想」等の地域協力を推進してい
る。このような取組を通じ、世界の低炭素成
長の実現に向け、積極的に貢献していく。

近年、環境問題、航路開通、資源開発など
に関わる国際的議論の高まりが見られる北極
については、日本としても議論に適切に参画
していく必要があるとの考えから、北極評議
会へのオブザーバー資格申請を行うなど、北
極をめぐる議論への関与を強めている。さら
に、外務省内に、北極に関する日本の外交政
策を分野横断的に検討し、適切な北極政策を
推進するための「北極タスクフォース」を立
ち上げ、関連情報の共有や意見交換を重ねて
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いるほか、北極に関する諸問題について研究
会を開催している。

南極については、1959年に採択された「南
極条約」がその対象を南緯60度以南の地域
と定め、①南極の平和利用、②科学的調査の
自由と国際協力、③領土主権・請求権の凍結
などを基本原則としている。日本は、これら
の基本原則にのっとり、南極における自由な
研究や観測活動を推進するとともに、南極条
約の下で1991年に採択された「環境保護に
関する南極条約議定書」に従い、南極の環境
保護に努め、南極条約体制の維持に貢献して
いる。

世界最高水準の日本の科学技術・宇宙技術

に対する国際社会の関心と期待は高い。2011
年8月に閣議決定された「第4期科学技術基
本計画」においては、科学技術外交の新たな
展開の必要性がうたわれている。日本は、日
本と世界の科学技術を発展させるため、ま
た、持続可能な成長の実現や、地球規模の課
題を解決していくに当たり、二国間科学技術
協力合同委員会を通じた科学技術協力、科学
者・専門家の派遣、核融合分野などの多国間
協力に積極的に取り組んでいる。また、宇宙
分野では、米国との各種協力を進展させると
ともに、宇宙ごみの急増を受けた宇宙環境の
保全のための国際的な規範作りに積極的に参
画している。

各　論

 1 政府開発援助（ODA）の現状

（1）東日本大震災と国際協力

ア 再認識された国際社会との絆
東日本大震災に際して、日本は先進国や開

発途上国を含む124の国・地域及び9の国際
機関から温かい支援を受けた。この背景に
は、日本が1954年にODAを開始して以来、
約190の国・地域に対しおよそ39兆1,448億
円に上るODAを供与し、開発途上国の貧困
削減や経済成長に大きく貢献してきたこと、
専門家や青年海外協力隊の派遣等を通じて開
発途上国の人材育成を草の根レベルで行って
きたことなど、これまでの積極的な国際貢献
により培われた日本への信頼・評価があると
考えられる。

今回の震災を受けて、日本は世界との関係
なしでは生存し得ないということが改めて幅
広く認識された。国際社会から提供された支
援は、日本がまさに国際社会との相互依存関

係の中で自らの安定と繁栄を確保しており、
諸外国との強固な友好関係の構築と国際社会
に対する積極的な貢献が日本自身のためにも
なるということを示している。

2011年9月の国連総会で、野田総理大臣は、
日本は引き続きODAを活用し開発途上国支

ダルエスサラーム市キガンボーニ文化センターの児童（ほとんどが孤
児）が、お見舞いのメッセージと絵を日本大使館に送付した（4月27日、
タンザニア）
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援に取り組んでいく旨を表明した。また、玄
葉外務大臣も、これまでに表明した国際的コ
ミットメントを誠実に実現していく姿勢は不
変である旨表明している。日本の繁栄に不可
欠な国際社会の平和と安定を実現するために
も、国際社会との絆の重要性を再認識した今
こそ、内向き志向を脱却し、ODAを始めと
する国際協力に更に積極的に取り組んでいか
なければならない。

イ 震災復興にも資する ODA
震災復興との関係では、政府は「平成23

年度国際協力重点方針」（外務省、2011年6
月発表）や「東日本大震災からの復興の基本
方針」（東日本大震災復興対策本部、2011年7
月発表）を踏まえ、「世界に開かれた復興」
のためにODAを活用し、被災地の復興に資
するような国際協力を推進していく方針であ
る。

例えば、社会福祉用品、医療器具、学用品
など被災地で生産されている製品を、それを
必要としている開発途上国に供与すること
で、風評被害に悩む被災地の経済復興の一助
とすることとしている。

また、今回の震災で得られた教訓や経験、
そして役に立つ技術やシステムを各国と共有
し、今後の日本を含む世界全体の防災に役立

てていくための国際協力も推進する。具体的
には、日本の防災関連機材の供与や、防災シ
ステムの維持管理能力強化のための開発途上
国の人材育成等の国際協力を推進していく。
日本が比較優位を有する技術を活用した精度
の高い防災ネットワークをアジアを含む国際
社会に広げていくことや、東日本大震災に
よって得られた知見を国際社会と共有してい
くことは、相手国の防災対策の強化にとどま
らず、被災地を含む日本の防災対策にも貢献
するものである。さらに、2011年9月の国連
総会において、野田総理大臣が表明した、
2012年に自然災害に関する国際会議を被災
地の東北で開催することなどを通じ、日本は
防災分野においても国際社会で主導的な役割
を果たしていく考えである。

（2）日本の経済成長にも資するODA

ODAの実施に当たり、中小企業を含む日
本の企業やNGO、地方自治体等幅広い関係
者が有する技術や知見を活用してその海外展
開を促し、アジアを始めとする開発途上国の
旺盛な需要に対応していくことは、開発途上
国の自律的発展に貢献するのみならず、日本
自身の経済成長にとっても重要である。外務
省が策定した、平成23年度の「国際協力重

点方針」においては、ODAを通じて日本の
力強い経済成長を後押しするため、日本企業
のインフラ海外展開の支援と貿易・投資環境
の整備を重点事項の一つと位置付けた。

日本企業の有する優れたインフラ技術の海
外展開をODAにより後押しし、開発途上国
の開発に活用するためには、ODAによる支
援と民間資金による投資をうまく組み合わせ

南レイテ州セントベルナルド町（2006年の大規模地滑りの被災地）は、
被災当時に日本から受けた支援への恩返しとして募金活動を開始。町
長は、「額は少ないかもしれないが、日本への気持ちを表したい」（フィ
リピン）
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ることで、開発途上国の開発をより効率的に
支援するとの視点が重要である。例えば
2011年10月にベトナム政府に対する供与を
決定した円借款事業「ラックフェン国際港建
設計画」は、日本企業グループからの提案を
受け、ベトナム政府からの要請に基づいて実
施するもので、港湾アクセス道路等の基礎イ
ンフラはODAで整備する一方、企業が運営
するコンテナターミナルの関連インフラは民
間投資によって整備する形となっている。こ
のような案件の形成を積極的に推進していく
ため、JICAは官民連携によるインフラ事業
の提案を企業から公募しており、その提案に
基づきこれまでに27件の事業化調査を採択
した。また、ODAによる財源を企業が活用
しやすくするための制度の整備・改善も進め
ている。例えば民間企業が開発途上地域にお
いて実施する開発事業を出資・融資により支
援するJICA海外投融資を今年度から再開し
たほか、これまで対象としてこなかった所得
水準の比較的高い開発途上国に対しても円借
款を活用して、インフラ案件の推進や資源獲
得等を目指していくことが可能になった。

開発途上国における企業活動を円滑に行う

ためには、開発途上国の法制度の整備や人材
育成、相手国政府の統治能力向上等により貿
易・投資環境を整備することが不可欠であり、
主に技術協力を通じてこれらの課題に取り組
んでいる。また日本企業が、開発途上国にお
いてビジネスを拡大しつつ、同時にその国の
開発課題の解決にも貢献するため、企業の社
会 的 責 任（C S R：C o r p o r a t e S o c i a l 
Responsibility）活動あるいは貧困層を新た
な市場とするBOP（Base of the Pyramid）
ビジネスを日本政府はODAにより支援して
いる。例えばCSR活動と連携した草の根・
人間の安全保障無償 1を実施することで現地
における日本企業のイメージ向上を図ったり、
BOPビジネスの提案を企業から公募し、
JICAがその事業化調査を支援したりするこ
とで、開発途上国の発展を支援するとともに、
企業の市場開拓にも貢献することができる。

こういった取組に対しては、経済界からの
期待も強く、政府として今後中小企業も含め
た日本企業の製品技術をより積極的に活用す
る。官民連携を強化しつつ開発途上国の持続
的開発を支援し、同時に日本の経済成長にも
貢献していく。

（3）日本のODA実績と主な地域への取組

ア 日本の ODA 実績
2010年の日本のODA実績は、支出純額

ベースで対前年比16.3％増の約111.1億米ド
ルとなった。これは経済協力開発協力機構/
開発援助委員会（OECD/DAC）加盟国中で
は、米国、英国、ドイツ、フランスに次ぐ第
5位である。また、支出総額ベースでは対前
年比14.1％増の約189.6億米ドルとなり、米
国に次いで第2位である。なお、対国民総所

得（GNI）比は0.2％となり、DAC加盟国23
か国中20位と低位のままである。

イ 主な地域への取組
（ア） アジア

アジア地域は、政治、経済、文化など、
様々な面で日本と密接な関係にあり、日本の
平和、安全及び繁栄にとって重要な地域であ
る。2010年の日本の対アジア地域ODAは

1	 草の根・人間の安全保障無償は、開発途上国の地方公共団体、教育・医療機関並びに開発途上国で活動している国際及びローカルNGO（非政府団
体）等が現地において実施する比較的小規模なプロジェクト（原則1,000 万円以下）に対し、日本の在外公館が中心となって資金協力を行うこと。

195外交青書 2012

第２節日本の国際協力（ODA と地球規模の課題への取組） 

第
３
章



25.3億米ドルで、二国間ODA全体に占める
割合は34％である。

日本は、ASEAN諸国に対し、公的資金と
民間の活動を有機的に連携させた経済協力を
進めてきた。2015年のASEAN統合に向け
た域内の運輸網整備等の連結性強化（第2章
第1節6「地域協力・地域間協力」参照）や、
2011年7月に日本が提唱した「ASEAN防災
ネットワーク構築構想」の下、防災協力等も
行っている。2011年夏以降に発生したタイ
及び周辺国の洪水被害に際しては、日本は災
害対応・防災分野での知見をいかし、国際緊
急援助隊による排水活動等様々な支援を行
い、災害における緊急対応面で貢献した。

また、ミャンマーでは、2010年11月の総
選挙実施以降、民主化に向けた前向きな動き
が見られることから、日本は2011年6月か
ら、民主化及び人権状況の改善を見守りつ
つ、市民が直接に恩恵を受ける基礎生活分野
の案件を中心に、事例に応じ柔軟に検討の
上、実施することとした。同年11月、日本
とミャンマーは、同国首都のネーピドーで、

「日・ミャンマー経済協力政策協議」を開催

したほか、12月には玄葉外務大臣が、日本
の外務大臣として9年ぶりにミャンマーを訪
問した。日本としては、民政移管して間もな
いミャンマーが、市場経済に立脚し、社会的
に安定した国になることが重要と考えてお
り、そうした観点から経済協力を実施してい
く考えである。

南アジアの中心的存在であるインドとは、
幅広い分野で協力を進めている。インドは近
年日本のODAの最大受取国であり、電力や
運輸等のインフラ整備とともに、農村開発等
の社会分野での支援も進めている。

日本の ODA 実績

9,439 9,358
10,640

12,163
13,508

9,847 9,283

8,880 8,922
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11,136

イタリア（2,996）

カナダ（5,202）

日本（11,021）

オランダ（6,357）

フランス（12,915）

英国（13,053）
ドイツ（12,985）

米国（30,353）

（年）

（支出純額ベース）

米国 ドイツ 英国 フランス

イタリア カナダ日本 オランダ

9,601 9,467

（注）（ ）内の数字は2010年実績
出典：DAC統計

タイの洪水に際し、日本から派遣された国際緊急援助隊排水ポンプ車
チームによる排水活動の様子（タイ）
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中国への援助については、円借款の新規供
与は2007年度分を最後に終了した。戦略的
互恵関係の深化と具体化を目指し、2012年
の日中国交正常化40周年も念頭に、新たな
日中協力のあり方を築いていく必要がある。
中国は経済的に発展し、技術的な水準も向上
しており、対中ODAによる中国への支援は、
既に一定の役割を果たしたといえる。このよ
うな状況を踏まえて、日本は、今後両国が直
面する共通の課題（越境公害、黄砂対策、感
染症等）への取組といった、限定され、かつ
日本のためにもなる分野に支援を絞り込むこ
ととしている。

（イ）アフガニスタン・パキスタン

日本は、アフガニスタンを再びテロの温床
としないため、自立と安定に向けた国づくり
を支援しており、2001年10月から2011年12
月までの支援実績は、約32.5億米ドルに達し
た。また、2009年11月に表明した「2009年
から概ね5年間で最大約50億ドル程度までの
規模の支援」のうち、2011年12月までに約
17.8億米ドルの支援を実施しており、アフガ
ニスタン政府への治安権限移譲と持続可能な
開発を後押しするため、引き続き支援を行っ
ていく。

また、パキスタンは国際社会のテロ撲滅の
ための取組において重要な役割を担ってお
り、同国の安定は、周辺地域ひいては国際社
会の平和と安定にとって極めて重要である。
日本は、国際社会と協調して同国のテロ対策
や経済改革を後押しすべく、2009年4月、世
界銀行と共に東京で支援国会合を開催した。
同会合において、日本は2年間で最大10億米
ドルの支援を約束し、2011年6月までにこれ
を達成している。

（ウ）中東・北アフリカ

中東・北アフリカ地域の平和と安定の確保
は世界の安定にとって重要であり、日本は、
エネルギー安全保障の観点も踏まえて積極的
に同地域を支援している。

2010年12月以降、チュニジアにおける市
民による大規模デモを発端として中東・北ア
フリカ域内の各国・地域で始まった「アラブ
の春」（第2章第6節特集「アラブの春」を参
照）と呼ばれる変革の動きに対しては、同年
5月にドーヴィル（フランス）で開催された
G8サミットにおいて、日本は、①公正な政
治・行政の運営、②人づくり、③雇用促進・
産業育成を中心に、この地域の安定的な体制
移行及び国内諸改革に向けた各国の自助努力
を支援していくことを表明した。また、2011
年9月の国連総会において、野田総理大臣は、
この地域の雇用状況の改善や人材育成に貢献
するため、今後新たに総額約10億米ドルの
新規円借款を実施することを含む日本の支援
策を表明した。

日本は中東和平支援にも引き続き積極的に
取り組んでおり、日本独自の中･長期的取組
である「平和と繁栄の回廊」構想（第2章第
6節1「中東和平」を参照）への支援を含め、
1993年から2011年末までの期間で総額12億
米ドル以上の対パレスチナ支援を実施してき

チュニジアにおける政変後初となる制憲国民議会選挙において、選挙監
視を行う浜田外務大臣政務官（右から2番目）（10月23日、チュニジア）
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ている。
イラク復興支援に関しては、2011年11月

の日イラク首脳会談において、野田総理大臣
から、約7.5億米ドルの新たな円借款供与に
必要な措置をとることを表明した。これは、
日本が2003年に表明し既に達成した総額50
億米ドルの支援の公約を達成し、新たな支援
を行うものである。また、日本は2003年以
降、日本及び第三国での研修に4,200人以上
のイラク人研修員を受け入れている。今後
は、復興の段階から、新たなビジネス・パー
トナーシップ構築に向けた支援に移行するべ
く取組を進めていく。

（エ）サブサハラ・アフリカ

アフリカ、特にサハラ砂漠より南の地域は
依然として深刻な貧困問題に直面している。
一方、この地域は豊富な天然資源や観光資源
に恵まれており、貿易･投資や観光の促進を
通じた経済成長の大きな可能性を有してい
る。

日本は、アフリカの自助努力（オーナー
シップ）と国際社会による協力（パートナー
シップ）を基本原則とするTICADの開催を
通じて、アフリカ自身による開発課題への取
組に対して積極的に協力している。2008年5
月には、横浜においてTICAD Ⅳを開催し、
2012年までのアフリカ向けODAの倍増、ア
フリカ向け民間投資の倍増支援などを表明し
た。2011年5月 に は、 セ ネ ガ ル に お い て
TICAD Ⅳの支援策の履行状況を確認する第
3回閣僚級会合が開催され、ODA倍増の公

約を暫定値で2010年に達成したこと等が報
告された。また、東日本大震災を乗り越え
て、今後も様々な取組を包含するTICADⅣ
の公約を誠実に実現していくとの日本の決意
を表明し、参加国・機関から高く評価され
た。

南スーダンは、20年にわたる南北スーダ
ン間の内戦、和平合意に基づく住民投票の実
施、2011年7月の独立を経て、国づくりの重
要な時期を迎えている。南スーダンの平和と
安定は国際社会にとって重要な課題であり、
日本もUNMISSへの自衛隊施設部隊派遣を
決定したほか、ODAも用いて、除隊した兵
士の社会復帰等平和の定着に関する支援とと
もに、教育等基礎生活分野やインフラ整備等
に関する支援を行っており、今後も取組を進
めていく。

過去60年で最悪の干ばつ及び飢餓被害に
見舞われた「アフリカの角」地域には、2011
年に国際機関、NGO等を通じた約1.2億米ド
ルの支援を行った。

ジュバ道路橋梁整備計画（南スーダン　写真提供：日本国際協力システム）
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（4）ODA改革の取組

ODAの実施に当たっては、国民の幅広い
理解と支持を得ることが不可欠である。その
ためには案件の事前の計画、実施、案件終了
後の評価、そしてその後のフォローアップの
各段階で透明性を高め効率的、効果的な援助
としていくことが極めて重要である。こうし
た問題意識に基づき、ODAの一連の過程に
ついて、以下のように様々な改革の取組を
行っている。

ア 計画・実施段階における取組
計画段階の取組として、援助国ごとのニー

ズを踏まえ、重点分野を特定し効果的・効率
的な援助を行うため、国別援助方針を原則と
して全ての援助対象国について作成するとの
方針の下、2011年度には、42か国について
策定作業を行った。

また、従来、外務省内で、無償資金協力の
みを対象として開催してきた「無償資金協力
実施適正会議」を発展的に改組し、「開発協
力適正会議」を新設して、2011年10月に第1
回会合を開催した。開発協力適正会議では、
無償資金協力に加え、円借款も対象としてお
り、また必要に応じて、技術協力等も制度的
な観点から取り入れている。NGO、経済界、
学界、言論界からの6名の外部専門家との意
見交換を調査前に行うことを通じ、透明性・
効率性の向上を図っている。

さらに、開発途上国との政策協議に基づい
て開発課題解決に向けた主要な開発目標をま
ず設定し、そこから具体的に実施すべきプロ
ジェクトを導き出していくという「プログラ
ム・アプローチ」の強化を図るべく、実験的
にパイロット・プログラムを選定し、着手し
ている。

その他、日本の「ヒト」、「知恵」、「資金」、

「技術」を結集し、政府以外の主体も参加し
て、オールジャパンで開発協力を行うための
取組として、国際協力において重要な役割を
果たし得るNGOや民間企業との連携を進め
ている。具体的には、NGOとの連携を強化す
るため、日本のNGOが行う海外での事業に
対する支援予算を拡充するとともに、イン
ターンシップ活動への支援など、NGOの能力
向上に対しても積極的な支援を行っている。

イ 評価・フォローアップ段階における取組
ODAの質を高めていくためには、ODAの

評価から得られた知見を次の政策立案及び事
業実施にいかしていく必要がある。外務省
は、外部有識者により作成された評価報告を
活用しながら、得られた知見の共有・活用の
強化を図るとともに、ODA評価部門の中立
性と専門性を高めるために、2011年に評価
部門を国際協力局から独立させ、大臣官房に
ODA評価室を新設し、知見と経験を有する
外部人材を同室室長に登用した。

さらに、事業の透明性を高める観点から、
ODA案件の現状・成果等を体系的に公表す
るため、2011年4月にJICAのホームページ
上に、JICAが実施する有償資金協力、無償
資金協力、技術協力について「ODA見える
化サイト」を立ち上げ、2011年12月末時点
で合計710件の案件を掲載している。加えて、
外務省ホームページ上においては外務省が直
接実施している案件を含め、改善すべき点な
どがある案件や、かつて改善すべき点があっ
たが現在は効果が現れている案件のリストを
公表し、説明責任の向上を図るとともに、過
去の案件によって得られた知見を新たな案件
の形成にいかすべく努めている。
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 2 地球規模課題への取組

（1）ミレニアム開発目標

ミレニアム開発目標（MDGs）は、2015年
までに国際社会が貧困削減、保健、教育等の
開発分野において達成すべき共通の目標であ
り、2000年の国連ミレニアム・サミットで
採択された国連ミレニアム宣言を基に、2001
年にまとめられた。達成期限と具体的な数値
目標を定めたMDGsは、開発分野の羅針盤
といえるものである。

MDGsを達成するためには幅広い関係者の
連携が必要であるとの考えの下、日本は国際
社会の議論や取組を主導している。6月には
国 連 開 発 計 画（UNDP）、 国 連 児 童 基 金

（UNICEF）、 世 界 銀 行 及 びJICAと 共 に
MDGsフォローアップ会合を東京で開催し、
参加者との間でMDGs達成に向けた進捗の
加速化に関する成功事例を共有した。加え
て、9月の国連総会の機会には、関係国・機
関とMDGs関連閣僚級非公式会合を開催し、
6月の会合の成果を国際社会に浸透させると
ともに、日本が進めている革新的な官民連携
の事例を紹介した。日本の積極的な姿勢は、
多様な関係者から高く評価された。

また、2015年以降も国際社会が一体となっ

て開発問題に取り組むべきとの考えから、こ
のような会議を通じ、2015年以降の国際開
発目標（ポストMDGs）に関する議論につい
ても、主導的役割を果たしている。

ア 人間の安全保障
MDGs達成に向けた取組においても、ポス

トMDGsの議論においても、日本は人間の
安全保障をその指導理念として重視してい
る。人間の安全保障とは、様々な課題に直面
する人間一人ひとりに着目し、自ら課題を解
決できるよう人々の能力強化を図り、それぞ
れの持つ豊かな可能性を実現できる社会づく
りを進める考え方であり、人々が真に必要と
する支援を行い、開発を成長につなげていく
ため有効な概念である。人間の安全保障を外
交の柱と位置付けて以来10年以上にわたっ
て、日本は同概念の国際的な普及に努めてき
た。4月には日本の働きかけによって、人間
の安全保障に関する国連総会非公式テーマ別
討論が開催された。6月のMDGsフォロー
アップ会合においては、日本が主導し、人間
の安全保障がMDGs達成に向けて有効な概
念であるという認識が共有され、その認識は
議長声明にも反映された。さらに、日本は日
本のイニシアティブにより国連に設置された
人間の安全保障基金や、草の根・人間の安全
保障無償資金協力などの二国間支援を通じ、
人間の安全保障の実現に引き続き取り組んで
いく。

イ 保健分野
MDGsの達成期限が迫る中、日本は特に保

健、教育分野に重点を置き、MDGs達成に向
MDGsフォローアップ会合開会式で挨拶する菅総理大臣（6月2日、東
京　写真提供：内閣広報室）
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けた取組を加速させている。
保健分野では、日本を含む国際社会の努力

の結果、MDGs達成に向けた進展が見られる
ものの、依然として年間360万人（2010年）
が三大感染症（エイズ、結核及びマラリア）
により死亡している 2ほか、310万人の新生
児 3と34万人の女性 4が妊娠・出産に当たり
予防・治療可能な原因で死亡しており、更な
る取組の強化が急務となっている。日本は、
2010年のMDGs国連首脳会合で発表した国際
保健政策に基づき、保健分野への50億米ドル
の支援をもとに他の開発パートナーと共に、
43万人 5の妊産婦と1,130万人の乳幼児の命を
救うことなどを目指している。具体的には、
日本の母子保健支援モデル「EMBRACE」6の
活用、世界基金などを通じた三大感染症対策
の強化、ポリオなどの国際的な公衆衛生緊急
事態への支援に取り組んでいく。

開発途上地域における 5 歳未満児死亡率
（出生数 1,000 人当たり）

1990年

2008年

100

72

出典：国連ミレニアム開発目標報告書　2011年版

ウ 教育分野
教育分野では、2010年のMDGs国連首脳

会合で発表した「新教育協力政策2011-2015」
に基づき、MDGs及び「万人のための教育

（Education for All）」目標の達成を目指して
いる。具体的には、学校・コミュニティ・行
政が一体となって包括的な学習環境改善を行
う基礎教育支援モデル「スクール・フォー・

オール」に基づいた支援を行い、少なくとも
700万人（5年間で延べ2,500万人）の子供に
質の高い教育環境を提供していく考えであ
る。また、開発途上国の教育セクターに対す
る支援枠組みである「教育のためのグローバ
ル・パートナーシップ（GPE）」についても
関連会合に積極的に参加し、11月の増資会
合では、日本から、GPE基金に対する継続
支援を表明した。

不就学の子供の割合（％）（2008 年、42 か国）

農村 都市

31

27

15 14

女児
男児

出典：国連ミレニアム開発目標報告書　2011年

エ 農業分野
日本はMDGs達成に向け、保健・教育以

外の分野においても様々な取組を進めてい
る。例えば、農業分野では、2009年のG8ラ
クイラ・サミット（於：イタリア）で表明し
た支援を着実に実施するとともに、世界の食
料安全保障の更なる改善に向け取組をより一
層効果的なものとしていくため、2011年12
月にはUSAIDと具体的な取組について連携
していくことで一致し、日米の協力方針等を
記載した覚書に署名した。

2	 国連エイズ合同計画（UNAIDS）「UNAIDS Data Tables 2011」（2011）、世界保健機関（WHO）「WHO REPORT 2011 Global Tuberculosis Control」
（2011）、同「World Malaria Report 2011」（2011）。2010 年の死亡者数。

3	 Rajaratnam JK、 Marcus JR、 Flaxman AD ほか「Neonatal、 postneonatal、 childhood、 and under-5 mortality for 187 countries、 1970-2010: a 
systematic analysis of progress towards Millennium Development Goal 4. Lancet 2010; 375: 1988-2008.」

4	 WHO/PMNCH news April 16 2010（http://www.who.int/pmnch/media/mnchnews/2010/20100416_globemail/en/index.html）.
5	 この政策を発表した時以降、国連において再検討された最新の妊産婦死亡率の結果を踏まえ、68 万人という目標を更新したもの（2011 年 3 月更

新）。
6	 EMBRACE: Ensure Mothers and Babies Regular Access to Care 図表出典：国連ミレニアム開発目標報告書（2011 年版）。
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Column

小田兼利日本ポリグル株式会社代表取締役会長からのメッセージ
「世界中の人々が安心して生水を飲めるようにしたい」、そん

な思いで安価で安心な水浄化剤を開発し、今ではバングラデ

シュなど開発途上国を中心に輸出しています。私は、1995年

の阪神淡路大震災の際、神戸市内で被災しました。その時十分

に水がなく、「目の前に池があって、この水が使えたらどんな

に便利だろう」と思いました。2002年に日本ポリグル株式会

社を立ち上げた当初は、国内での販売を考えていましたが、ど

こで必要とされているのかを改めて考えると、開発途上国でこ

そ安全な飲み水が必要とされていると分かりました。

私自身も、バングラデシュには数え切れないほど赴きました。ポリグルレディと呼ぶ女性販売員

たちが、村の家庭を一軒一軒回り、濁った水に浄化剤を入れてくるくると混ぜると、上半分はきれ

いな水になるという実演をして、売り歩きます。始めた当初は、現地の従業員に売り方を「教えよ

う」としてきましたが、ある時任せることにしてから、途端にうまく回り始めました。彼らは自分

たちで知恵を出し合い、売り方を考えるようになっていました。

現地に任せることで、ビジネスがうまくいくと気付くまでに散々苦労し、時間がかかりました

が、これから、私たちと同じ分野でのビジネスに着手する企業は、私の経験を踏まえてより早くビ

ジネスを軌道に乗せることができるはずです。日本人のDNAは低所得層向けのビジネス（BOPビ

ジネス）に最も向いています。ただし、一歩を踏み出せない企業が多いのです。ビジネスの大きさ

やリスクを前にたじろぐのではなく、小さくできるところから始めてほしいと思います。小回りの

きく中小企業はそれが得意であるはずです。

私たちは現在約40か国に水浄化剤を販売していますが、今後も必要とされる開発途上国にビジネ

スを広げていきます。2012年、外務省の「ミレニアム開発目標（MDGs）官民連携ネットワーク」を

通じて、ユニセフのインド事務所を紹介いただき、現地調査を実施するなど、下痢が原因で乳幼児

死亡率が高いインドの水事情の改善に取り組もうと考えています。まだ道半ばですが、ビジネスと社

会貢献が本当に両立できるとすれば、企業にとって、これほど理想的なビジネスはないと思います。

日本ポリグル株式会社代表取締役会　小田　兼利

ポリグルレディーの販売風景（バングラデシュ）ポリグル水に集まる子供たち（バングラデシュ）

水浄化剤を使用すると、水がきれいな状態に

水をもらうために並んでいる子供たち（中央は
小田会長）（バングラデシュ）
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オ 水・衛生分野
水・衛生分野では、日本の経験、知見や技

術をいかし、ソフトとハードの両面での包括
的な支援を実施してきている。2011年6月に

「持続可能な衛生のための5年」の開始式典

が国連本部で開催され、MDGs達成に向けて
の取組が更に促進された。これは、2010年1
月に東京で開催された国際衛生年フォロー
アップ会議での成果を受けて実現したもので
ある。

（2）地球環境問題

ア 生物多様性条約
人類は、農林水産業、医療、科学等の分野

において、生物を幅広く利用しており、近
年、その保全や持続可能な利用の重要性への
認識が高まっている。2010年10月には、
COP10が名古屋市において開催された。
2011年以降の生物多様性に関する世界目標
を定めた愛知目標や遺伝資源へのアクセスと
利用配布を定めた名古屋議定書の採択などの
歴史的成果を得ることができた。

2011年は、これらの成果の着実な実施に
向けた取組が行われた。特に、名古屋議定書
の署名式が、国際連合本部（於：ニューヨー
ク）において5月11日に開催され、日本を含
む8か国が署名を行った。今後も、COP10の
歴史的成果の着実な実施に向け国際社会が協
力し、更なる生物多様性の保全や持続可能な
利用が強化されることが期待される。

イ リオ＋ 20
ブラジルのリオデジャネイロで開催された

1992年の「地球サミット」（国連環境開発会
議）から20年の2012年6月、世界の首脳が
再びリオデジャネイロに集まり、「国連持続
可能な開発会議」（リオ＋20）が開催される。

「持続可能な開発」とは、「将来のニーズを満
たす能力を損なうことなく、現在のニーズを
満たす開発」とされており、環境保護を考慮
しない開発は、持続することができないとい
う考え方に基づくものである。リオ＋20の

テーマであるグリーン経済は、持続可能な開
発を実現するための重要な手段として注目さ
れており、リオ＋20においては、世界の首
脳がグリーン経済への移行の在り方について
合意することが期待されている。

ウ 有害化学物質・有害廃棄物の国際管理
（ア）条約間の協力と連携の促進

日本が締結しているバーゼル条約、ロッテ
ルダム条約、ストックホルム条約の3条約は
有害な化学物質及び廃棄物を規制し、人の健
康及び環境への影響を未然に防止するという
共通の目的を持っている。2011年に開催さ
れた各条約の締約国会議（COP）では3条約
の協働体制の構築と協力の促進を更に進める
とともに、2013年に3条約の第2回拡大合同
COPを開催することとなった。

（イ）国際的な水銀管理

2010年から、水銀に関する条約の制定に
向けた政府間交渉が開始され、2011年1月に
千葉で政府間交渉委員会第2回会合、10月に
ケニアのナイロビで第3回会合が開催された。
日本は本交渉に積極的に参加しており、第2
回会合では、2013年後半頃に予定される条
約の採択・署名のための会議を日本で開催す
ることが決定された。

（ウ）オゾン層保護

日本は「オゾン層の保護のためのウィーン
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条約」及び「オゾン層を破壊する物質に関す
るモントリオール議定書」を締結し、オゾン
層保護に積極的に貢献するとともに、モント
リオール議定書の下に設けられた多数国間基
金を通じて開発途上国を支援している。

2011年11月、ウィーン条約第9回締約国
会議（COP9）及びモントリオール議定書第
23回締約国会合（MOP23）の合同会議がバ
リ（インドネシア）で開催され、オゾン層を
破壊しないが温室効果の高いオゾン層破壊物
質の代替として用いられるハイドロフルオロ
カーボン（HFC）の扱い等について、検討
を続けていくことになった。

エ 森林
森林の減少・劣化は、地球温暖化、生物多

様性・自然災害など種々の地球環境問題と密
接な関連を有しており、日本は、違法伐採対
策を始めとした持続可能な森林経営に向けた
世界規模の取組を従来から重視している。

日本は国連森林フォーラム（UNFF）第9
回会合（1月、於：ニューヨーク）、アジア
森林パートナーシップ（AFP）第10回会合

（11月、於：北京）等を通じ、持続可能な森
林経営の更なる促進に向けた議論に積極的に
貢献した。また、12月には「2006年の国際
熱帯木材協定」が発効した。今後、新協定の
下、熱帯木材生産国における持続可能な森林
経営が進展していくことが期待される。

（3）気候変動

ア 概観
2011年、日本は、東日本大震災、津波、

原発事故という国難に見舞われたが、このよ
うな厳しい国難にあっても、日本は気候変動
問題に取り組む姿勢に変わりはない旨表明
し、積極的な取組を続けた。

中でも、11月28日から12月11日までダー
バン（南アフリカ）で開催されたCOP17で
は、交渉が難航し、会期が1日半延長された
ものの、①将来の枠組み構築のための新しい
特別作業部会の設置、②京都議定書第二約束
期間に向けた合意、③「緑の気候基金」の基
本設計及び④カンクン合意の実施のための一
連の決定、という四つの大きな成果があっ
た。一方、京都議定書については、日本を含
む幾つかの国は第二約束期間には参加しない
ことを明らかにし、そのような立場を反映し
た成果文書が採択された。

また、地球温暖化に効果的に取り組むため
には世界全体を低炭素成長に導いていくこと

が重要との観点から、COP17に際して、日本
は「世界低炭素成長ビジョン（骨子）」を発
表するとともに、その具体的取組の一環とし
て「アフリカ・グリーン成長戦略」、「東アジ
ア低炭素成長パートナーシップ構想」を提唱
した。このような日本の積極的な取組は、各
国からも大きな注目を集め、賛同を得ている。

そのほかにも、2009年12月に表明した
2012年末までの気候変動対策に関する短期
支援（官民併せて150億米ドル規模）に関し
ては、2011年10月末時点で125億米ドル以
上の支援（101か国、660プロジェクト）を
既に実施しており、国際交渉の進展状況を注
視しつつ、今後も着実な支援を継続する。

イ COP17 に向けた交渉
COP17に向け、バンコク（4月）、ボン（ド

イツ）（6月）、パナマ（10月）の三度にわた
る国連交渉、COP17議長国の南アフリカが
主催する各種非公式会合、エネルギーと気候
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に関する主要経済国フォーラム（MEF）も
数回にわたって開催された。交渉において、
日本は、COP16で合意されたカンクン合意
を踏まえ、全ての主要排出国が参加する公平
かつ実効性のある国際枠組みを構築する、新
しい一つの包括的な法的文書の早急な採択と
いう最終目標を目指すべきであることを一貫
して訴えた。特に10月末に開催された南ア
フリカ主催の閣僚級非公式会合（プレCOP）
において、新しい枠組みに向けた道筋に関す
る提案なども行った。プレCOPでは、新し
い枠組みや京都議定書第二約束期間の設定を
めぐっての各国間の対立は解けず、交渉に大
きな進展は見られない状態が続いた。一方、
COP16で採択されたカンクン合意において
設立が決定された緑の気候基金については、
その設計を行う移行委員会が4回にわたって
開催され、困難な交渉を経ながらも、一定の
進展が見られた。日本は、同委員会第2回会
合を東京で開催するなど、基金の基本設計の
合意に向けて積極的に貢献した。

ウ COP17
COP17には日本から細野豪志環境大臣を

代表団長とし、中野譲外務大臣政務官、北神
圭朗経済産業大臣政務官、仲野博子農林水産
大臣政務官等が参加した。日本は新しい枠組
み構築に向けた道筋を明らかにし、必要な作
業に着手することへの合意を目指し交渉に臨
んだ。交渉において日本は、京都議定書の第
二約束期間は、将来の包括的な枠組みの構築
に資さないため日本は参加しないとの立場を
一貫して主張する一方、将来の枠組みに関
し、法的文書を作成するための新たな作業部
会を設置すること等の建設的な提案を行って
交渉の進展に貢献した。

最終的に、①将来の枠組みへの道筋、②京
都議定書第二約束期間の設定に向けた合意、

③「緑の気候基金」の基本設計及び④カンク
ン合意の実施のための一連の決定、という四
つの大きな成果がまとめられた。将来の枠組
みに関しては、法的文書を作成するための新
しいプロセスである「ダーバン・プラット
フォーム特別作業部会」を立ち上げ、可能な
限り早い時期、遅くとも2015年中に作業を
終えて、2020年から発効させ実施に移すと
の道筋が合意された。これにより、日本の目
指す新たな国際枠組みの構築に向けた大きな
前進を得ることができた。京都議定書につい
ては、第二約束期間の設定に向けた合意がな
されたが、日本を含む幾つかの国は第二約束
期間には参加しないことを明らかにし、その
ような立場を反映した成果文書が採択され
た。「緑の気候基金」については、その基本
設計が合意され、大きく前進した。カンクン
合意の実施に関しては、各国の排出削減対策
の測定・報告・検証（MRV）に関するガイ
ドラインの策定等の成果が得られた。

エ 世界低炭素成長の実現に向けた貢献
COP17に際して日本が発表した「世界低

炭素成長ビジョン－日本の提言」は、国際的
に協力して地球温暖化対策に効果的に取り組
むためのものであり、先進国間の連携（更な
る排出削減に向けた技術革新への取組）、開

国連気候変動枠組条約締約国会議（COP17）で演説する細野環境大臣
（12月7日、南アフリカ・ダーバン）

205外交青書 2012

第２節日本の国際協力（ODA と地球規模の課題への取組） 

第
３
章



発途上国との連携（低炭素技術の普及・促
進、新たな市場メカニズムの構築）、開発途
上国支援から構成されている。

中でも、開発途上国との連携の取組とし
て、世界の経済成長センターであり、最大の
温室効果ガス排出地域である東アジア地域に
おいて低炭素成長モデルの構築を推進する

「東アジア低炭素成長パートナーシップ構想」
は、世界低炭素ビジョンの具体的な取組の一
つとして、東アジアにおける低炭素成長モデ
ルの構築・普及を目指すもので、2012年4月
には各国政府・国際機関関係者を集めた「東
アジア低炭素成長パートナーシップ対話」を
東京で開催する予定である。

二国間においても、開発途上国との連携を
強化すべく、低炭素成長に貢献するメカニズ
ムとして、「二国間オフセット・クレジット
制度」を推進している。これは、京都議定書
の下のクリーン開発メカニズム（CDM）を
補完するものとして、低炭素技術の提供等に

よる相手国における温室効果ガスの排出削減
への貢献を適切に評価し、提供国の削減目標
達成に活用する制度である。日本は、この制
度に関し、これまでに28か国で実証事業を
実施しているほか、インドネシアを始めとす
る主に東南アジアの国々と制度構築に向けた
協議を行った。

また同ビジョンでは、アフリカ、SIDS（小
島嶼

しょ

国）及びLDC（後発開発途上国）など
脆弱国における低炭素成長に向けた支援を重
視することを表明しており、その一環とし
て、日本はアフリカ地域に対してTICADの
枠組みの下、「アフリカ・グリーン成長戦略」
を策定することを提案し、COP17において
は同戦略の骨子を表明した。さらに、「アフ
リカ気候変動対策・支援に関する政策対話」
を開催するなど、脆弱国との政策対話も強化
しており、人材の能力開発支援も推進してい
く考えである。

（4）北極・南極

ア 北極
（ア）北極における状況変化と国際的議論の高まり

北極では、近年の気候変動の影響による海
氷面積の縮小傾向が引き続き観測され、その
地球環境への影響に対する懸念が高まってい
る。その一方で、北極海航路の開通、資源開
発などの様々な可能性の広がりも予測されて
いる。北極航路の開通は、大西洋・太平洋間
の海上輸送日数の短縮につながり、世界の物
流に影響を与える可能性がある。また、海氷
の縮小によって北極海の豊富な海底資源の開
発の可能性が高まることも予想される。この
ような状況を受け、北極に関わる国際的議論
が活発化しており、北極圏外に位置する日本
も、海洋国家として、また地球環境問題を重

視する国として、北極に関わる議論に適切な
形で参画していく必要がある。

（イ）北極評議会（AC）

北極評議会（AC）（右図参照）は、全ての
北極圏国が参加する常設の政府間ハイレベ
ル・フォーラムであり、北極圏における持続
可能な開発、環境保護などに関する北極圏諸
国間の協力・調和・交流を目的として活動し
ている。日本は、2009年7月、正式にオブ
ザーバー資格申請を行い、その後、アド・
ホック・オブザーバー（会合ごとにオブザー
バー資格を得て参加）として、副大臣会合、
高級北極実務者（SAO）会合、作業部会など
各種会合への参加実績を積んでいる。日本は、
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国立極地研究所がスピッツ・ベルゲン島（ノ
ルウェー）に設置している観測基地における
観測等を通じて、北極に関わる調査研究分野
において実績を蓄積しており、オブザーバー
としてAC参加国間でなされる議論の動向を把
握するとともにACの具体的な活動に貢献して
いく知見と意思を十分に有している。2011年5
月に開催されたACの第7回閣僚会合では、新
規オブザーバー資格申請の承認に関する基準
が採択された。オブザーバー資格承認の決定
が行われる閣僚会合は2013年に開催される予

定であり、引き続き各種会合への参加の積み
重ねと参加国への働きかけが必要である。

（ウ）北極タスクフォース

2010年9月、北極に関する日本の外交政策
を分野横断的に検討していくため、外務省内
に「北極タスクフォース」を立ち上げ、活動
を開始した。以降、同タスクフォースの下で、
関連情報の共有や意見交換を重ねているほ
か、外部有識者を招き、北極をめぐる諸問題
について研究会を開催するなど、適切な北極

北極評議会（AC）概要

カナダ　　次期議長国
デンマーク
フィンランド
アイスランド
ノルウェー
ロシア
スウェーデン
　現議長国（2011年5月～ 2013年5月（見込み））

米国 （議長国は輪番制）

加盟国（北極圏国）（8※固定）

国（非北極圏国）（6）
フランス、ドイツ、ポーランド、
スペイン、オランダ、英国

オブザーバー申請国等
イタリア、中国、韓国、EC、
日本（2009年7月7日に申請）

経緯：「オタワ宣言」（1996年9月）に基づき、
　　　ハイレベルの政府間協議体として設立。

アリュート国際協会（AIA）
北極圏アサバスカ評議会（AAC）
グイッチン国際評議会
イヌイット極域評議会（ICC）
ロシア北方民族協会（RAIPON）
サーミ評議会

オブザーバー
（ACの活動に貢献するとACが決定するもの）

政府間・地域間・議員間組織（9）
（国連開発計画（UNDP）等）

非政府間組織（11）
（北方圏フォーラム、国際北極科学委員会等）

アド・ホック・オブザーバー

北極評議会（AC）

各種決定は、加盟国のコンセンサ
スによりなされる

常時参加者（6）（※上限7）

申請

各種会合：
（1）閣僚会合
　　隔年開催。第7回会合は2011年5月にグリーンランド自治領（デンマーク）・
　　ヌークで開催（日本からもアド・ホック・オブザーバーとして出席）
（2）副大臣会合
　　2010年5月に初会合開催。2012年にスウェーデンで第2回会合開催（見込み）
（3）高級北極実務者（SAO）会合
　　最低年2回、議長国の呼びかけにより開催
（4）分野別作業部会
　　現在、6部会が活動中（汚染対策、監視・評価、動植物保護、緊急対応、
　　海洋環境保護、持続可能な開発）

目的：北極圏に係る共通の課題（持続可能な開発、
環境保護等）に関し、先住民社会等の関与
を得つつ、北極圏諸国間の協力・調和・交
流を促進する。

北極圏諸国に居住する先住民団体
　決定権は持たないが、各種会議に
積極的に参加しており、実際の発言
力は看過できない。

左記のオブザーバー申請国はアド・ホック・オブ
ザーバーとしての特定の会議への参加が可能
（日本は、オブザーバー申請以降、閣僚会合、副
大臣会合、SAO会合等への参加実績あり）

海洋地域研究船「みらい」（写真提供：文部科学省） 大気中の微粒子であるエアロゾルを観測する様子（ノルウェー・ニー
オルスン　写真提供：国立極地研究所）
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政策を推進するべく協議･調整を行っている。

イ 南極
（ア）南極条約

南極は、南極条約上、領土主権・請求権が
凍結された地域となっている。一方、南極で
現在実質的な科学研究活動を行っている国の
中には、南極の一部に領土主権・請求権を主
張する国（クレイマント）と、領土主権・請
求権を主張しないと同時に他国の主張も否認
する国（ノン・クレイマント）がある。日本
は、1951年のサンフランシスコ講和条約にお
いて南極に対する領土の請求権を放棄してお
り、ノン・クレイマントの立場をとっている。
このような基本的立場の違いはあるものの、
南極条約の下で各国は、クレイマント／ノ
ン・クレイマント双方の対立を表面化させず、
南極の環境問題等の共通の関心事項について
各国が協調して対応することに努めている。

南極条約締約国の中でも、南極に基地を設け
る等、積極的に科学的調査活動を実施してき
ている国（28か国）は、南極条約協議国と称
され、定期的に南極条約協議国会議を開催し、
情報を交換するとともに、国際協力の促進等
について協議を行っている。日本は南極条約
の原署名国及び協議国として、南極をめぐる
議論に積極的に参加し、南極条約体制の維
持・発展を通じて、国益の確保に努めている。

（イ）南極条約協議国会議

毎年開催される協議国会議では、南極の環
境保護、南極観測に関する事項、南極条約事
務局の運営、南極観光等に関する議論を行っ
ている。特に近年は南極への観光客数が年間
3万人を超えていることから、観光活動が南
極の環境に与える影響や、南極地域における
適切な観光の管理について活発な議論が行わ
れている。

 3 科学技術・宇宙外交

科学技術は、国防・経済・産業など様々な分
野において国力の源であり、経済成長を支える
基盤である。また、2011年8月に閣議決定され
た「第4期科学技術基本計画」は、科学技術
外交の新たな展開の必要性をうたっている。こ
うした認識の下、日本は世界最高水準の科学技
術をいかして、持続可能な成長や、気候変動、
防災、感染症、エネルギー、水・食料などの地

球規模の課題の解決に向けた外交を推進する
とともに、日本と世界の科学技術を発展させる
ための外交に取り組んでいる。また、宇宙の分
野では、宇宙の開発と利用を行う国・機関の増
加や民間の参入による活動主体の多様化に伴
い、国際的なルール作りや協調・協力が必要に
なってきている。日本はこうした国際的な活動
の場に積極的に参画し、知的貢献に努めている。

（1）各国・地域との科学技術協力

日本は、二国間又は多国間で平和目的のた
めの科学技術分野の協力を推進してきてい
る。二国間では、協力活動の形態や協力によ

り生ずる知的所有権の扱いを定める二国間の
協定又は取極を締結している 1。

2011年はEU、英国など7か国・機関とそ

1	 日本は、32 の科学技術協力協定を署名又は締結しており、47 か国・機関に適用されている。
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れぞれ科学技術協力協定に基づく合同委員
会 2を開催し、科学技術協力の現状、今後の
協力の方向性や在り方などを協議した。ま
た、EU及びスペインとの科学技術協力協定
がそれぞれ発効した。さらに、著名な日本人
科学者や専門家を、オーストリア、フラン
ス、カナダ、トルコ及びシンガポールの5か
国に派遣し、日本の優れた科学技術力を紹介
するとともに、現地の科学技術関係者との
ネットワークを強化する事業を実施した。開
発途上国との間では、地球規模の課題に関す
る共同研究などを進めるためのODA3を推進
した。

多国間でも協力の推進に努めてきている。
例えば、2010年に日本が提案した「東アジ
ア・サイエンス＆イノベーション・エリア」
構想を推進し、地域に共通した課題の解決に
資する研究開発を共同で実施し、人材育成や
人材交流を促すとともに、その一環として

「e-ASIA共同研究プログラム」の創設を支援
している。

また、日本は、分野を特定した多国間協力
も実施しており、例えば、熱核融合実験炉を
建設・運用する「イーター（ITER）計画」
をEU、米国等と共に主導し、イーター機構

（本島修機構長）を支援している。6月に青
森、11月にカダラッシュ（フランス）でイー
ター理事会が開催され、参加7か国・機関は
東日本大震災の影響を踏まえ、実験炉の運転
開始時期を予定より1年遅れの2020年11月
とすることで合意した。

（2）宇宙分野における協力

近年、通信、測位、地球観測等の分野で、
宇宙の研究や利用に携わる国が増えている。
各国が知見を共有することで、より大きな成
果が期待できる一方で、各国の利害が対立す
る可能性があることから、宇宙分野での国際
協力の重要性が増しており、日本は以下のよ
うな分野で協力を進めている。

宇宙では、運用を終了した人工衛星などの
宇宙ごみ（スペースデブリ）が急増し、宇宙
活動の実施に支障が生じつつある。このた

め、宇宙環境の保全は各国・機関にとり大き
な関心事となっている。日本は、国連宇宙空
間平和利用委員会（COPUOS）（2012年6月
に堀川康宇宙航空研究開発機構（JAXA）技
術参与が議長に就任予定）における国際協力
や法的問題等の議論に積極的に貢献し、宇宙
環境の保全などのルールづくりを始めとする
主要な議論において主導的な役割を果たして
いる。また、EUが策定を提唱し、民生及び
安全保障の両面に関わる「宇宙活動に関する

毛利日本科学未来館館長による講演会（カナダ）

2	 2011 年は、ポーランド、オランダ、EU、ベトナム、イタリア、ウクライナ、英国との間で合同委員会を開催した。
3	 開発途上国のニーズを踏まえ、外務省、文部科学省、JICA、科学技術振興機構（JST）が連携し、対象国・地域の大学・研究機関と環境・エネル

ギー、生物資源、防災、感染症対策などの分野で共同研究や能力向上支援を行う「地球規模課題対応国際科学技術協力事業」を実施するととも
に、外務省、文部科学省、JICA、日本学術振興会（JSPS）が連携し、対象国・地域の人材育成を目的として、当該国・地域の大学・研究機関等
へ科学技術全般の分野で共同研究を行う日本側研究者を派遣する「科学技術研究員派遣事業」を実施している。
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行動規範案」の作成にも参画している。
9月の米国地球観測衛星「UARS」、10月

のドイツX線天文観測衛星「ROSAT」及び
2012年1月のロシアの火星探査機「Phobos-
Grunt」の大気圏再突入に際しては、米国と
の連携の下、落下衛星の情報収集に努めた。

衛星測位分野においては、米国のGPS以
外にロシア、EU、中国、インド等で衛星測
位システムが整備されつつある。日本も実用
準天頂衛星システム4の構築を推進しており、
9月に衛星航法システムに関する国際委員会

（ICG）第6回会合を東京で開催した。今後も
衛星測位に関する協調・協力に関し、関係各
国間で協議を継続していく予定である。

日米間ではGPSに関して定期的な協議を
継続している。また、9月の日米外相会談に
おいて、日米間の宇宙開発利用協力の実施手
続を簡素化し、協力を拡大すべく、日米宇宙
枠組協定の締結交渉を開始することが合意さ
れた。

また、日本は、人工衛星を含む宇宙システ
ムのパッケージ型海外展開を官民が一体と
なって推進している。2011年は、日本企業
がトルコ国営衛星通信会社から通信衛星を受
注した。ベトナムには、日本政府が地球観測
衛星の調達、衛星運用開発に関する施設の建
設及び機材整備に対し、円借款を供与した。

4	 日本のほぼ真上（天頂）を通る軌道を持つ衛星システム。山間部や都市部の高層ビル街などでの測位可能時間を延長するほか、GPS 測位の精度
と信頼性を向上させる機能等を提供。日本は、2010 年代後半をめどにまずは 4 機体制を整備し、将来的には、持続測位が可能となる 7 機体制を
目指すことを 9 月に閣議決定した。
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